
再犯防止の現状について
～刑余者の住居確保～

法務省矯正局 九州矯正管区 更生支援企画課
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※法務省ホームページ 「法務省の組織図（令和６年４月１日現在）」から一部抜粋 1

矯正局
⇒刑務所や拘置所、少年院
や少年鑑別所などの矯正施
設における業務がよりよく運
用されていくように、計画や
提案をしたり、指導・監督を
実施

九州矯正管区
⇒矯正局の事務を分掌する
地方支分部局であり、九州・
沖縄地方に所在する矯正施
設を所管

更生支援企画課
⇒再犯防止施策の推進のた
め、国と地方公共団体、民
間団体等との連携を強化
し、矯正施設の取組につい
ての広報・啓発活動を実施
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沖縄本島

●沖縄刑務所

那覇少年鑑別所
●

●
沖縄少年院・沖縄女子学園

●福岡刑務所

北九州医療刑務所●

福岡拘置所●

●麓刑務所

長崎刑務所●

鹿児島刑務所●

●小倉少年鑑別支所

●宮崎少年鑑別所
●宮崎刑務所

●鹿児島少年鑑別所

●熊本少年鑑別所
●熊本刑務所長崎少年鑑別所●

佐賀少年鑑別所●

福岡少年鑑別所● ●中津少年学院

●大分少年院

●人吉農芸学院

筑紫少女苑●

福岡少年院●

●佐賀少年刑務所

◎九州矯正管区

●大分刑務所
●大分少年鑑別所

九州管内矯正施設配置図

●刑事施設（１１庁）
・刑務所９庁（うち女子１庁、医療１庁）
・少年刑務所１庁
・拘置所１庁
※その他、拘置支所１８庁、刑務支所１庁
（配置図からは省略）

●少年院・分院（７庁）
うち女子２庁

●少年鑑別所・鑑別支所（９庁）



再犯の現状①～認知件数
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窃盗 窃盗以外

2,853,739件
戦後最多（Ｈ14年）

戦後最多から戦後最少へ（令和４～５年は微増傾向）

令和３年（戦後最少）

568,104件

令和６年版犯罪白書記載データを基に作成

令和５年
703,351件



再犯の現状②～再犯者率※検挙人員に占める再犯者の割合
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初犯者

再犯者

再犯者率
４７％（R5年）

刑法犯検挙者：183,269件
（R5年）

再犯者：86,099件
（R5年）

令和6年版再犯防止推進白書記載データを基に作成
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約３割の再犯者により、約６割の犯罪が行われている

昭和２３年から平成１８年に刑が確定した者のうち、１００万人を無作為に抽
出し、調査分析を行った結果（法務総合研究所の調査による。）

犯罪者数

（1,000,000）

初犯

再犯

総犯歴数別の人員構成比

事件数

（1,680,495）

約６割約３割

総犯歴数別の犯歴の件数構成比



犯罪や非行をした人の中には、様々な「生きづらさ」を抱え、立ち直ることが難しくなっている人がいます。

半数以上が高卒未満約2割が精神障害あり

新受刑者の教育程度新受刑者の精神診断

79.4%

20.4%

0.2%
精神障害

なし

精神障害

あり

不詳

新受刑者の犯罪時居住状況【全国】

新受刑者の犯罪時就労状況

仕事がない

約７割が犯罪時無職

約２割が犯罪時住居不定

障害がある
教育程度が
比較的低い

（令和５年矯正統計年報）
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住
居
が
な
い

犯罪・非行に陥る背景 ～「生きづらさ」という問題～

45.4%
54.4%

0.0%0.2% 高卒以上

高卒未満

不就学

不詳

31.7%

67.8%

0.4%
有職

無職

不詳

79.9%

16.2%

4.0% 定住

住居不定

来日外国

人・不詳



再犯防止推進法制定以降の国の取組

▶平成28年「再犯の防止等の推進に関する法律」施行

▶平成29年「第一次再犯防止推進計画」閣議決定（平成３０年度～令和４年度）

①就労・住居の確保

②保健医療・福祉サービスの利用の促進

③学校等と連携した修学支援

④犯罪をした者等の特性に応じた効果的な指導の実施

⑤民間協力者の活動の促進

⑥地域による包摂の推進

⑦再犯防止に向けた基盤の整備

７つの重点課題のもと、９６

の具体的施策に取り組み、

安全で安心して暮らせる社会

の実現を目指す。
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▶令和５年「第二次再犯防止推進計画」閣議決定（令和５年度～令和９年度）

７つの重点課題

住宅セーフティネット制度においては、矯正施設退所者も住宅確保要配慮者



再犯防止の取組は、次の２点に対応することを目的としています

① 犯罪につながる問題性の除去（内的要因への対応）

受刑中 仮釈放 刑期満了

【一般改善指導】

【職業訓練】 【就労支援】

【一時的な住居の提供】

【指導監督・補導援護】

【特性に応じた専門的処遇】
《性犯罪・薬物等》

【居住支援】

【職場定着支援】

【生活環境の調整】

【特別改善指導】
《性犯罪・薬物等》

【継続的な相談支援】

再犯防止に必要となる犯罪をした者等に対する標準的な社会復帰支援フロー

【福祉に関する支援】高齢・障害に対応した特別調整

② 生活環境の改善（外的要因への対応）

主
に
①
へ
の
対
応
を

目
的
と
す
る
取
組

主
に
②
へ
の
対
応
を

目
的
と
す
る
取
組

刑事施設 保護観察所 地方公共団体

【医療に関する支援】

【専門的カウンセリング支援】

高齢・障害疾病・嗜癖

生活困窮 生育環境

様々な「生きづらさ」

再犯防止施策の概観
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刑事司法だけでは対応が難しい課題

⇒ 地域社会での継続的な支援が必要

就労の確保 住居の確保

修学の支援
保健医療・福祉
サービスの提供

保護
観察所

【刑務所等での指導・支援】
○作業・職業訓練
○性犯罪、薬物などの指導
○福祉等へつなぐための支援

検察庁

保護観察所

地域に戻っても・・・

保護
観察所

関係機関の連携不足、
前科があること等により、
地域において孤立⇒再犯
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刑法改正～拘禁刑の創設～

本年６月１日から拘禁刑が施行されました。

●刑法第１２条第３項（拘禁刑）

拘禁刑に処された者には、改善更生を図るため、必
要な作業を行わせ、又は必要な指導を行わせること
ができる。

※改正前：刑法第１２条第２項目（懲役）
懲役は、刑事施設に拘置して所定の作業を行わせる。



犯罪の繰り返しを防ぐためには

地域社会における「息の長い」支援が必要です。

最後に
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犯罪をした者等の

立ち直り・再犯防止について

ご理解・ご支援いただきますようお願いいたします。

御清聴
ありがとうございました。



（参考）広報・啓発資料

12矯正局HP「地域との連携」再犯防止啓発動画


